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米沢市新庁舎建設事業公募型プロポーザル参加資格審査申請書提出要領 

（設計業務及び監理業務） 

 

１ 提出書類 

(1)Ａ４判フラットファイル（金属金具不可）に①～⑬の順に綴じてください。ファイル

の色の指定はありません。 

(2)表紙と背表紙にタイトル「米沢市新庁舎建設事業公募型プロポーザル参加資格審査申

請書（設計業務及び監理業務）」と商号又は名称を記載してください。 

(3)提出書類④～⑥及び⑫については、様式の内容を満たしていれば任意様式でも可とし

ます。 

(4)注意点は次のとおりです。 

・ 不足書類があった場合は受理しません。 

・ 虚偽の記載をしたときは参加資格を得られない場合があります。 

・ 参加資格審査申請書の「１ 登録を受けている事業」については、建築士事務所

が必須となります。この事業を支店等に委任する場合は、委任先が委任先都道府

県に事務所登録されていなければ本申請はできません。 

 

番号 提  出  書  類 様式 摘要 

① 
米沢市新庁舎建設事業公募型プロポーザル参加資格審査申

請書 
様式A 2-1参照 

② 
米沢市新庁舎建設事業公募型プロポーザル参加資格審査

調書 
様式B 2-2参照 

③ 営業に関し法律上必要とする登録又は、許可の証明  2-3参照 

④ 営業所一覧表 様式C 2-4参照 

⑤ 測量等実績調書 様式D 2-5参照 

⑥ 技術者経歴書 様式E 2-6参照 

⑦ 登記事項証明書（謄本）※写し可  2-7参照 

⑧ 財務諸表  2-8参照 

⑨ 納税証明書 ※写し可  2-9参照 

⑩ 印鑑証明書  2-10参照 

⑪ 委任状 様式F 2-11参照 

⑫ 使用印鑑届 様式G 2-12参照 

⑬ 暴力団排除条例に関する誓約書（元請負人用） 様式H 2-13参照 
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２ 申請書及び提出書類の記入要領等 

 

(1)米沢市新庁舎建設事業公募型プロポーザル参加資格審査申請書【様式A】 

・ 申請月日は、申請する月日を記入してください。 

・ 申請書の代表者印は実印とします。 

・ 登録を受けている事業欄は、本件の場合「建築士事務所」が必須です。 

・ 申請書記載担当者欄は申請書等の内容を熟知している方を記入してください。 

(2)米沢市新庁舎建設事業公募型プロポーザル参加資格審査調書【様式B】 

・ 「１．契約権限等の委任を受けている営業所」の欄は、該当する営業所がある場

合のみ記入してください。 

・ 米沢市と常時契約する委任先がある場合は、本店以外の営業所とします。 

(3)営業に関し法律上必要とする登録又は、許可の証明 

・ 審査基準日において６カ月以内の次の書類を提出してください。 

◇ 測量業者 

測量業者登録証明書（写）、委任がある場合は委任先の測量業者登録証明書（写） 

又は、登録していることが証明できるもの 

◇ 建築コンサルタント（建築士事務所） 

主たる営業所の建築士事務所登録証明書（写）及び、 

委任がある場合は委任先の都道府県の建築士事務所登録証明書（写） 

◇ 土木関係建設コンサルタント 

直近の現況報告書の国土交通省確認印のあるもの（写） 

（表紙だけでなく全て。ただし財務諸表部分を除く。） 

(4)営業所一覧表【様式C】 

・ 「名称」の欄には、主たる営業所、その他すべての営業所を記入してください。

申請後に委任先の営業所を変更する場合、この営業所一覧表に記入されている営

業所のみ変更することを認めます。米沢市と常時契約する委任先がある場合は、

その営業所を蛍光ペン等で塗りつぶしてください。 

・ 本様式の内容を全て満たしていれば任意様式でも可とします。 

(5)測量等実績調書【様式D】 

・ この様式は、申請する測量・建設コンサルタント等の営業の種類別に作成してく

ださい。また、申請する直前２年間の主な完成業務及び直前２年間に着手した主

な未完成業務について記入してください。 

・ 本様式の内容を全て満たしていれば任意様式でも可とします。 
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(6)技術者経歴書【様式E】 

・ この様式は、申請する測量・建設コンサルタント等の営業の種類別に作成してく

ださい。また、本店又は支店若しくは常時契約を締結する営業所ごとにまとめて

記載し、営業所ごとの最初の「氏名」の欄には、括弧書きで当該営業所名を記載

してください。 

・ 「学校の種類」の欄には、大学、高等専門学校等の別を記載してください。 

・ 法令による免許等の欄には、業務に関し法律又は、命令による免許又は、技術若

しくは技能の認定を受けたものを記載してください。 

・ 「業務経歴」の欄には、最近のものから記載し、純粋に測量・建設コンサルタン

ト等業務に従事した種類及び地位を記載してください。 

・ 本様式の内容を全て満たしていれば任意様式でも可とします。 

(7)登記事項証明書（写し可） 

・ 審査基準日において３カ月以内発行のものを提出してください。 

(8)財務諸表 

・ 直前の事業年度分に係る貸借対照表、損益計算書並びに株主資本等変動計算書及

び個別注記表（写）を提出してください。 

(9)納税証明書（写し可） 

《納税証明書の提出種別》 

ア 米沢市長が発行する平成２９年度の納税証明書 

原則として、平成２９年度（平成３０年３月１５日以降発行）のもので、発行

日において申告（納付）期限が到来しているものについて未納（未申告）がない

証明書を提出してください。 

イ 税務署で発行する納税証明書「その３の３」（法人税と消費税及び地方消費税に

未納の税額がないことの証明） 

審査基準日において３カ月以内に発行されたものを提出してください。 

《納税証明の提出種別》 

①主たる営業所が市内の場合：上記アとイ 

②主たる営業所が市外の場合：上記イのみ 

③主たる営業所が市外で委任先が市内の場合：上記アとイ 

④主たる営業所が市外で委任先が市外の場合：上記イのみ 

（米沢市長の発行する納税証明書発行について） 

市民課窓口へ申請する場合には、代表者印のある委任状又は承諾書が必要です。

また、窓口に来られた方の本人確認を行っておりますので、身分を証明するもの

を準備してください。なお、納税証明、印鑑証明申請書及び承諾書の様式は米沢

市ホームページよりダウンロードできます。 

問い合わせ：市民課 証明担当 内線3101・3102 
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(10)印鑑証明書 

・ 審査基準日において３カ月以内に発行された法務局が発行する代表者の印鑑証明

書の原本を提出してください。 

(11)委任状【様式F】 

・ 本様式の委任事項はすべて委任してください。 

・ 代表者印は実印とします。 

(12)使用印鑑届 【様式G】 

・ 実印を使用しない場合のみ提出してください。 

・ 代表者印は実印とします。 

・ 本様式の内容を全て満たしていれば任意様式でも可とします。 

(13)暴力団排除条例に関する誓約書（元請負人用）【様式H】 

・ 代表者印は実印とします。 

 

３ 申請書及び様式の記載事項の審査基準日 

平成３０年４月１日（ただし、決算に関する事項については、審査基準日の直前に

決算の確定した日）とします。 

 

４ 証明書等の写しについて 

証明書等の写しによる場合は、写真機、複写機等を使用して機械的な方法により複

写したもので、ほぼ原寸大であり、かつ、鮮明であるものに限ります。 

 

５ 参加できる事業の範囲 

この申請によって受理された場合に参加できる事業は、米沢市新庁舎建設事業公募

型プロポーザルのみになります。 

 

 


